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1 . 問題の所在 と研究の 目的

本研究は, 山陰地方を対象 として, 地域社会の存立基盤 とその歴史的変容過程 を明 らか

にす ることを課題 に している。具体的には, 20 世紀 における島根県の人 口動向を捉 え, 人

口増減や過疎化の進展の地域的差異 を明 らかにす る。そ して, その要因がいかなるもので

あるのかについて, 各地域における歴史的条件 を踏 まえて考察す る。対象 とす る時代は明

治以降であるが, 収集できる人 口データの関係 か ら, 主に国勢調査が実施 された 1920 年

以降を中心に分析す る。

本研究を行 うことによ り, 今 日我が国でみ られ る高齢化や過疎化 といった問題の構造的

要因が明 らかになると考える。 また, 大正時代か ら今 日までの長いスパ ンで検討す ること

により, 山陰地方の人 口減少が高度経済成長のみに起因す るとは限 らない とい う仮説の検

証 を行 うことも目的 としてい る。

近代以降の人 口転換 に伴 う高齢化や過疎化 とい う問題は, 今 日において 日本に限 らず資

本主義的発展 をとげた各国に共通す る問題である。我が国の中でも顕著にそ うした問題が

表れている島根県を事例 としてその特徴 を明 らかにす ることは, 他地域ひいては諸外国の

同様の事例 と比較す る上で特に重要であると考 えられ る。

2 . 過疎地域研究の とらえ方

多 くの研究が指摘す るよ うに, 第 2 次世界大戦 中における農 山村地域への疎開や, 大戦

後 における引き揚げ者や都市か らの人 口分散 によ り, 農 山村地域の人 口は大きく膨れ あが

っていた。同時に, いわゆるベ ビーブームによ り人 口の 自然増加率 も高かった。 こ ういつ

た背景か ら, 農業経済学や農村社会学においては農 山村地域の潜在的な扶養人 口の多 さや,

包容力の高 さが指摘 されている。だが, この よ うな農 山村地域の特性が, 逆に, 過疎の原

因にもなっている。すなわち, 高度成長期 を迎えると, 大都市圏を中心に多 くの雇用が必

要 とな り, 都市出身者 ばか りか, 農 山村地域の出身者まで大量に都市へ人 口流出 した。 こ

の現象は都市のプル要因のみな らず, 農 山村地域のプ ッシュ要因も高かった と言 えよ う。

他地域出身者 の流入により一気 に拡大 した人 口は, 戦後の一定時期が過 ぎると, 大量に流

出 していった。そ して, 流出人 口はかっての農 山村地域に居住 していた人 口を下回る結果

となった。 こ うした現象 を, 昭和 40 年代になってか ら過疎 と称 したのである。

この よ うな過疎 を対象 とした研究は, 過疎 とい う表現が現れた 1965 年以降に行われた

ものが大半である。 また, それ らの研究の対象 は, 人 口が急減 した 1960 年以降の過疎地

域の実態である。このため, 基準 としている人 口は, 1960 年頃か, 過去に遡った場合であ

って も第 2 次世界大戦後である。 このよ うに, 対象地域の人 口基準を史上最 も多い時点に

設定 しているため, その後の人 口減少が量的に多 く勘定 され る結果 となる。
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だが, 今 日における過疎地域の過疎化は第 2 次世界大戦後 には じまったのであろ うか。

第 2 次世界大戦以前にも過疎化の傾向がみ られていたかについて検証 した研究はほとん ど

み られない。 わずかな例 として, 古厩 (1997) 1の 『裏 日本』 な どが挙げ られ る程度 であ

る。 また, 歴史人 口学の分野では, 明治以前における人 口変動 に対 しては詳細な検討がな

されているが, 現代の過疎化 との対比は不十分である。

本研究においては, 明治時代以降における島根県の人 口動態 に着 目す る。ただ し, 人 口

デー タは国勢調査が実施 された 1920 年以降を対象 とせ ざるを得ない。 旧村役場のデー タ

や, 旧内務省が各県を通 して収集 した調査結果 を丹念に拾い集 めれば, 全県は難 しい とし

て も特定地域の復元は不可能ではない。本研究では, データの収集 は行われたものの, 分

析す るには至っていない ことを記 してお く。

3 . 研究の方法

は じめに, これまでの 日本 における過疎化の動向を全国的に捉 え, その上で島根県の特

徴 を押 さえる。我が国の過疎化 は 1960 年以降には じまった とされ るが, それか ら50 年以

上が経過 し, これまで論 じられた過疎化や高齢化 に関す る地域的な構造 も少 しずつ変化 し

つっある。例 えば, 高齢者比率は 1970 年代前半か ら島根県が 30 年以上にわたって全国で

トップであった ものが, 2010 年代に入 ると秋 田県や高知県の方が上回ってきた。すなわち,

島根県の過疎化 は ピークを越 えた と考え られな くもない。本研究では, 人 口の増減や高齢

化 のみではな く, 合計特殊 出生率や ソー シャル キャピタル (社会関係資本) な どの指標 を

用いて, 過疎地域 の新たな とらえ方 を提案す る。

続いて, 島根県における第 2 次世界大戦以前の人 口変動 を明 らかにす る。 ここで, 島根

県における過疎化や人 口減少傾 向が, 第 2 次世界大戦以前か らみ られていたのかについて

明 らかにす る。用いる資料は 1920 年 に 1 回 目が行われた国勢調査である。ただ し, 分析

単位 として, 当時の市町村 を用いる。 当時, 島根県には 247 の市町村があ り, これ らの小

地域統計 を用いることで, 過疎化の地域的差異 を詳細に分析す ることが可能 となる。

さらに, 昭和の合併以前の旧村 をベース として島根県中山間地域内の 227 地区における

国勢調査 を基 に した人 口, 世帯に関す るデータや, 交通, 買い物な ど暮 らしの条件に関す

るデー タを分析す る。 これ によ り, 今 日における島根県の過疎化の状況が明 らかになると

ともに, 生活の実態 も明 らかにす ることができる。そ して, 同 じ過疎地域であっても, 生

活の条件 には差異があ り, 「暮 らしやすい地域」と 「暮 らしに くい地域」が存在 しているこ

とを実証す る。

一連の研究によ り, 新 しい過疎地域の とらえ方 を提案す る第一歩 としたい。 また, 現代

に限 られ るが, 生活 に密着 した実証的なデータに基づ くことによ り, 地域政策の方向性 も

示唆す ることを意図 している。

1古厩忠夫 (1997) : F裏 日本』岩波書店・
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π 我が国の過疎化の動向か らみた島根 県の特徴

我が国において, 過疎化が顕在化 してか ら早 くも 50 年が経過 しよ うとしている。 この

間, 過疎は解消す るどころか, む しろ拡大の様相 を呈 している。 とりわけ, 過疎が深刻化

している地域では, 集落機能が極端に低 下 し, 集落の再生が困難な, いわゆる限界集落の

存在が指摘 されている。さらに, 集落に居住者が存在 しな くなる消滅集落まで現れている。

一方で, 日本全体が人 口減少社会を迎 えた今 日, 人 口の急減 を基調 とす る地域問題 を過

疎 として捉 えることには限界があるともいえる。 また, 一連の過疎対策の成果 もあいまっ

て, 日本の過疎地域では様 々な 自立 ・活性化 の動きがみ られている。

このよ うに, 過疎地域の問題構造は大 きく変化 していない ものの, 過疎地域の実態は多

様化 し, 変化 し続 けている。本章では, 島根県にお ける過疎化の実態やその要因を追究す

るための基礎的な情報を整理す るために, 日本全体における過疎の実態 を俯瞰す る。 同時

に, 過疎地域の実態 を多面的な側面か ら見つめ, 過疎問題 を動態的に捉 えることをね らい

とす る。

1 . 過疎の発生 と過疎化の全国動向

日本 において過疎 とい う用語がは じめて用い られたのは, 1966 年の経済審議会地域部会

中間報告である。その翌年, 政府 によってま とめ られた経済社会発展計画において, 「(昭

和) 40 年代において, 生活水準, 教育水準の向上や産業構造の高度化に伴 って, 人 口の都

市集 中は一層の進展 をみせ るとともに, 他方, 農 山漁村 においては, 人 口流出が進行 し,

地域によっては地域社会の基礎的生活条件の確保 にも支障をきたす よ うな, いわゆる過疎

現象が問題 となろ う」 と記 された。 ここに, 当時の過疎問題 が端的に定義 されてお り, 過

密問題 の対概念 として用い られ るよ うになった。

(国勢調査)

注 : 対象 となる過疎地域は 2012 年 4 月 1 日現在の指定地域
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この ような人 口減少 に起因す る地域社会の諸問題 を対処す るために, 1970 年 に過疎地域

対策緊急措置法が制定 された。同法は, 生活環境 にお けるナシ ョナル • ミニマムを確保 し

つつ, 開発可能な地域 には社会資本 を整備す ることによ り, 過度な人 口減少の防止 と地域

社会の崩壊 を防 ぐね らいがあった。また, 議員立法で制定 された同法は, その名の通 り 「緊

急措置」 としての意味合いが強 く, i o 年 とい う時限立法であった。

しか し, その後 も 1980 年には過疎地域振興特別措置法, 1990 年には過疎地域活性化特

別措置法, 2000 年 には過疎地域 自立促進特別措置法がいずれ も 10 年の時限立法で制定 さ

れた。 これ ら一連の法律 を過疎法 と総称す るが, これ によ り国による財政, 金融, 税制等

の総合的な支援措置が講 じられ, 一定の成果が見 られた。一方で, 過疎地域には過疎法に

よる支援がなければ成 り立たない行財政構造が定着 した。その結果, 今 日の過疎地域 自立

促進特別措置法は 2010 年 に失効す る予定であったが, 同年にその一部 を改正す る法律 が

施行 され, 2016 年まで 6 年間延長 された。

ところで, 日本で過疎地域 といった場合, 過疎法で規定 され る区域 を指す ことが多い。

過疎法では市町村 を単位 とした人 口要件 と財政力要件がある。ただ し, 2000 年代前半を中

心に進行 した, いわゆる 「平成の大合併」に対応す る形で, 「過疎地域 とみなされ る市町村

の区域」 (いわゆる 「みな し過疎地域」) と, 」一部が過疎地域 とみな され る市町村の区域」

(いわゆる 「一部過疎地域」) が存在 している。本章で提示す る過疎地域 に関す る指標 は,

特 に断 りのない限 り 2012 年 4 月現在で過疎地域 に指定 された範囲を, 過去に遡って再集

計 した結果である2。

第 1 図は, 過疎がは じまった とされ る 1960 年か ら 2010 年までの過疎地域及び非過疎地

域 の人 口変化 を示 した ものである。50 年間にわたって継続的に過疎地域では人 口が減少 し,

非過疎地域では増加 している。 とりわけ, 1960 年 か ら 1975 年までの 15 年間に過疎地域

の人 口が急減 していることがわかる。その後, 1980 年代は人 口減少が緩やかになったが,

一貫 して人 口が減少 し続 けている。その結果, 1960 年 には過疎地域の人 口が全国の 20%

近 くを占めていたが, 2010 年には 8.1%にまで低 下 している。

第 2 図は, 1960 年か ら 2010 年 までの都道府県別人 口増減率を示 している。一見 して,

三大都市圏 とその周辺地域で人 口が大きく増加 していることがわかる。また, 「札 •仙 ・広 ・

福」 と称 され る広域 中心都市 を有す る北海道, 宮城県, 広島県, 福岡県での人 口増加 も確

認できる。 ちなみに, この 50 年間で埼玉県は 196.0%, 千葉県は 169.6%, 神奈川県は

162.8% と人 口を 1.5 倍か ら2 倍 にまで増や している。これに対 して, 宮城県を除 く東北地

方の各県や, 山陰地方, 香川県を除 く四国地方, 福岡県 と宮崎県を除 く九州地方の各県で

は人 口が減少 している。島根県は, 1960 年の人 口が 88.9 万人であったのに対 し, 2010 年

は 71.7 万人 にまで減少 し, 減少率は 19.3%にまで達 している。 この減少率は全国最大で

あ り, 以降, 長崎県 (18.9%) , 秋 田県 (18.7%) , 鹿児 島県 (13.1%) , 山形県 (11.5%) ,

高知県 (10.6%J と続いている。これ らの諸県はいずれ も我が国の周縁部に位置 している。

この他, 人 口減少率が 5 %以上の県は, 佐賀県 (9.9%) , 山口県 (9.4%) , 岩手県 (8.2%) ,

徳 島県 (7.3%) のみである。

2過疎指定地域 については以下に掲載 されている。総務省地域カ創造 グループ過疎対策室

(2012b) : 「平成 23 年度版過疎対策の現況」総務省地域カ創造 グループ過疎対策室.
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第 2 図 都道府県別人 口増減率 (1960 年～2010 年)

(国勢調査)

第 3 図 都道府県別過疎地域が 占める面積 の割合 (2010 年)

(国勢調査)

注 : 過疎地域の面積 は, 2012 年 4 月 1 日現在
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第 3 図は, 都道府県 ごとに過疎地域が 占める面積の割合 を示 したものである。過疎地域

が多 くを占めるのは北海道, 東北, 近畿南部, 中国, 四国, 九州の各地方である。特に,
西南 日本 では外帯 と呼ばれ る中国山地 よ り日本海側の地域, 紀伊 山地 ・四国山地 . 九州 山

地 よ り太平洋側の地域においてその割合が高い。これ らの地域では, 1960 年代に著 しい人

ロ流出に見舞われた地域である。

ちなみに, 過疎地域が占める面積が最 も多かったのは秋 田県 (89.7%) であ り, 続いて

大分県 (87.5%) , 島根県 (85.4%) , 高知県 (79.6%) , 鹿児島県 (76.7%) , 北海道 (75.2%)

と続いている。島根県では, 大道湖 ・中海沿岸 の諸都市を除いては, ほぼ全域が過疎地域

であると考 えてよい。

一方, 過疎地域の割合が少 ないのは東京, 名古屋, 大阪の各大都市圏や, 広域 中心都市

を有す る宮城県や福 岡県 とその隣県である。 また, 日本海 に面す る北陸地方において も過

疎地域が 占める面積 の割合は相対的に小 さい。

2 . 過疎地域の動向

第 2 次世界大戦後, 海外か らの大量の引き揚げ者や, 都市地域か らの帰還 によ り, 今 日

の過疎地域は大幅に人 口が増加 した。戦後の極 めて短い期間における人 口流入 と, いわゆ

るベ ビーブームによる自然増加 もあ り, 1950 年代の終わ りには労働力の余剰が生 じること

第 4 図 過疎地域, 三大都市圏, 地方圏等における人 口増減率の推移

(国勢調査)

注 : 対象 となる過疎地域は 2012 年 4 月 1 日現在の指定地域
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となった。1960 年代になると, 高度経済成長に伴 う都市部の労働 力不足 を補 うため, 大量

の人 口が流出 した。 また, この時期 には 自然災害, 電源 開発 に伴 うダム建設による移転,

炭鉱 を含む鉱 山の閉山な ども, 都市地域への人 口集積 の要因 となった。その結果, 第 4 図

に示す よ うに, 1960̶1965 年 , 1965～1970 年 の各 5 年間で, 過疎地域では 10%前後の

人 口減少がみ られたのに対 し, 三大都市圏では i o%以上の人 口増加がみ られている。

その後, 1970 年代に入 ると, 過疎対策の効果な どもあって, 大都市圈への人 口流出が縮

小す るとともに, 地方圏の人 口が増加基調 に転 じていった。 この時代 は 「地方の時代」 と

称 され, 過密 した大都市圏か ら地方圏への人 口流入 もみ られた他, 過疎地域ではいわゆる

「まちお こし」や 「む らお こし」が活発 となった。 しか し, この間 も過疎地域では人 口減

少率が低下 した ものの, 人 口増加 に転 じることはなかった。また, 地方圏においても人 口

の都市集 中がみ られ るとともに, 地方の県庁所在都市な ど中核都市に集積 した人 口が, 進

学や就職 を機会に大都市圏へ流出す る傾 向も定着 していった。その結果, 地方圈の中核都

市は周囲の過疎地域か ら人 口を吸収 し, 大都市圏へ放出す るポンプのよ うな役割 を果たす

結果 となった。

過疎地域では, 人 口減少の他, 高齢化 も進展 している。2012 年 における全国の高齢者比

率は 22.8%であるのに対 し, 過疎地域は 33.2% と 10%以上 も高い値 となっている。過疎

法が施行 された 1970 年の時点では 10.1%であったことか ら, 過疎地域住民の加齢 により

高齢化が進展 しているもの と思われ る。第 5 図は都道府県別の高齢者比率 を示 したもので

ある。や は り, 過疎地域が多 く占める県で高齢者比率が高い ことがわかる。

高齢者比率 (2012年)

第 5 図 都道府県別高齢者比率 (2012 年)

(住民基本台帳年齢別人 口調査)
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合 計 特 殊 出 生 率 ( 20 12 年 )

第 6 図 都道府県別合計特殊出生率 (2012 年)

(厚生労働省 (2013) : 「平成 23 年人 口動態統計月報年計」)

ちなみに, 2012 年 10 月 1 日現在で人 口における高齢者が 占める割合が最 も多い県は秋

田県 (30.7%) であ り, 続いて高知県 (30.1%) , 島根県 (30.0%) , 山口県 (29.2%) , 和

歌 山県 (28.3%) , 山形県 (28.2%) , 徳 島県 (28.0%) と続いている。かつて, 島根県は

30 年近 くにわたって高齢者比率が全国 1位 であったが, 2010 年国勢調査の結果, 高知県

にその座 を譲 った。 また, 住民基本台帳に基づ く人 口動態 によれ ば, 2012 年の 4 月か ら

i o 月の半年 間で, 高知県の方が島根県 よ りも高い割合 を示す に至った。 これ らの動 向は,

島根県の高齢化がほぼ頭打ち となっている実態 を示 している。すなわち, 残存人 口の加齢

がいきつ くところまでいきつ き, 高齢者 による自然減少が多 くなった結果, 相対的に高齢

者 の 占める割合が低下 しつつあることを意味 している。

ところで, 1990 年代後半か ら, 過疎地域の人 口減少傾 向は再び加速 している。 これ は,

少子化 と若年層 の流出に加 えて, 一貫 して増加 してきた高齢者人 口がー・部地域で減少に転

じた ことも影響 している (公益社団法人 中国地方総合研究セ ンター, 2012) 3。過疎地域

にお ける人 口の社会減はある程度落 ち着いてきているが, 今後は 自然減が一層増加す るこ

とによ り, 人 口の さらなる減少は避 け られ ない状況である。

ちなみに, 過疎地域 における。～14 歳人 口の割合は 11.4% と, 全国の 13.1% と比べて

3公益財 団法人 中国地方総合研究セ ンター (2012) : 『豊かな人 口減少社会 (中国地域経済

白書 2012) J 公益財団法人 中国地方総合研究セ ンター.
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第 7 図 集落単独では維持が困難になっている活動

(総務省 (2012) : 「過疎地域 における集落対策及び ソフ ト事業の実施状況 に関す る調査」)

大差がない。これは, 出生率がある程度高い ことに支 えられているといえる (第 6 図) 。た

だ し, 過疎地域だか らといって一般的に合計特殊 出生率が高いか とい うと, そ うではない。

島根県 (1.68) , 宮崎県 (1.67) , 鹿児島県 (1.64) ¦ 長崎県 (1.63) な どの諸県は高いが,

秋 田県 (1.37) は全国で 11 番 目に低い値 となっている。 また, 高知県 (1.43) は全国で

20 番 目となってい る。広域的な傾 向をみ ると, 東北地方や四国地方において合計特殊 出生

率が低い傾 向にあ り, 山陰地方や九州地方は概 して高い。特 に, 九州 • 沖縄地方は福岡県

と大分県を除き, 上位 i o 位以内に全ての県が入 っている。

これまでの検討か ら, 人 口減少率が高い過疎地域では, 比例す るよ うに高齢者が占める

割合が高かった。 しか し, 合計特殊 出生率は同 じ過疎地域であって も地域差が存在す るこ

とは注 目に値す る。 この実態 は, 今後の人 口再生産構造にも地域差 を生む ことにな り, 過

疎地域 = 高人 口減少率= 高高齢化率 とい う図式を覆す可能性 がある。

3 . 集落における過疎問題

前述 したよ うな人 口の減少や高齢化の結果, 過疎地域における住民生活の基礎的単位 で

ある集落の崩壊が懸念 され るよ うになった。過疎地域が多 くを占める島根県では, 全国に

先駆けて中山間地域活性化基本条例 を制定 し, 高齢化率 35%以上の集落に対 しては, 一律

100 万円を交付 し, 集落を単位 とした活性化事業 を促 した。また, 2000 年 か らは じまった

中山間地域等直接支払制度において も, おおむね集落程度の地域 を単位 とした集落協定を

締結す ることが交付条件 とされてい る。
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第 8 図 市町村アンケー トの回答 による今後消滅す る可能性 がある集落数

(総務省 (2012) : 「過疎地域等にお ける集落の状況に関す る現況把握調査」)

このよ うな施策は集落が有す る生活扶助機能, 資源管理機能, 生産補完機能等の集落機

能 を維持 ・強化す ることがね らいである。 だが, 現実には, 働 き口の減少, 耕作放棄地の

増大, 森林の荒廃 , 空き家の増加, 獣害 ・病 虫害の発生, 商店 ・スーパーの閉鎖な ど, 多

くの間題が山積 している。その結果, 2012 年度の集落状況調査 (総務省地域カ創造 グルー

プ過疎対策室, 2012) によると, 過疎地域 における 64,954 集落の うち, 65 歳以上の高齢

者が 占める割合が 50%以上の集落は, 9,516 集落に達 してい る。 これ らの集落では, 「祭

りや伝統行事な どの保存 •継承活動」, 「道普請な ど道路の補修や沿道の草刈 りな どの作業」,

「農作業 に関す る共同作業 • 助 け合い」, 「用排水施設や道路側溝の維持 ・管理」な ど, 従

来か ら行われてきた活動が集落単独で維持す ることが困難 とな りつつある (第 7 図) 。

この よ うな状況に対 して, 国, 都道府県, 市町村な どは様 々な集落対策 を施 している。

市町村 レベルでは, 地域担 当職員 な どを配置 し, きめ細かな助言や仲介が行われている。

また, 総務省が実施す る集落支援員制度や, 地域お こし協力隊の配置な どによ り, 集落機

能 を制度的に補完 しよ うとす る動 きも活発である。 さらに, 大都市圏周辺地域では民間企

業や NPO 法人が継続的に集落支援事業 を展開 してい る。

だが, こ うした動 きにも関わ らず, 居住者が存在 しな くなる集落す ら現れつつ ある。第

8 図は, 総務省が市町村 に対 して行 った回答の範 囲に限定 され るが, 今後 10 年間で消滅

す る集落は全国で 454 もあるとされている。 さらに, いずれ消滅す る集落は 2,342 に達 し

てい る。 これ らは, 四国地方, 中国地方, 東北地方で特に多 くなっている。

このよ うな集落機能の低下や, 集落の限界化問題 に対応す るために, 集落の再編 も行わ

れている。集落の再編には, 大別 して, 集落 を空間的に移転 させ る 「集落移転」 と, 集落

の合併 • 統合 • 新行政 区の設定等の, 移転 を伴わない 「集落再編」がある。ただ, 集落移

転については過疎問題 が深刻であって 1970 年代 には全国各地でみ られた ものの, 近年で

̶124 ̶



- 0. 5

400km

第 9 図 都道府 県別 ソーシャル • キャピタル指数

(内閣府 (2003) : 「ソーシャル ・キャピタル : 豊かな人間

関係 と市民活動の好循環を求めて」)

は地域住民の主体性 を尊重す るため, さほ ど多 く行われていない。 これに対 して, 集落再

編 については, 高齢化や人 口流出による自然消滅 を未然 に防 ぐ手立て として各地で行われ

てお り, 地域 コミュニテ ィの連帯 • 強化 を図る契機 ともなっている。

4 . 過疎地域 をめ ぐる新 しい動 き

以上のよ うに, 過疎地域は社会 ・経済構造が変動す る中で, 著 しい人 口減少や高齢化な

ど厳 しい局面が続いてきた。 しか し, 近年では過疎地域 を含む中山間地域の多面的機能 を

評価 した り, 過疎地域 にある地域資源 を活用 しよ うとす る動 きが見 られた りす るな ど, 過

疎地域が再評価 されつつある。

こ うした動 きの 1 つ として, 2008 年 に総務省の諮問機 関である過疎問題懇談会が 「過疎

地域等の集落対策についての提言」 をま とめた。 この提言は, 過疎地域に存在す る集落の

意義 を強調す る一方で, 今後問題 が一層深刻化す る恐れがあるとしてい る。そのための対

策 として, 住民 と行政の強力なパー トナー シ ップを形成す ることが提言 されている。具体

的な施策 として, (1)集落支援員 の設置, (2)集落点検の実施, (3)集落のあ り方 についての

話 し合いの促進, ⑷ 地域の実情 に応 じた集落の維持 • 活性化対策の促進の 4 項 目が掲げら

れている。

その後, これ らの施策は実行 に移 され, 多 くの地域で成果がみ られている。その財源 と

して, 2010 年 4 月に過疎法の一部改正によ り, 過疎対策事業債の適用対象がいわゆるソフ

卜事業へ拡大 され, 活用 されている。
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この よ うに, 過疎対策 は従 来か ら継続 されてい る社会資本の整備 を中心 としたハー ド事

業に加 え, 定住や交流, 起業や新産業の開発 といった ソフ ト事業 も着実に成果 を生みつつ

ある。

その代表例 として, 都市住民 との連携 • 交流事業が挙げ られ る。過疎地域 においては,

個性豊かな 自然資源や伝統文化, 食生活, 工芸 • 民芸等の文化 ・生活資源 を活用 し, 都市

部か らの人材 を受け入れ ることを 目指 している。これによ り, 農林漁業等の地場産業振興,

地域資源の再発見 • 有効活用, 自然環境の保全, 伝統文化 の継承はもとよ り, 地域住民の

暮 らしに活気や生 き甲斐が生まれ ることを 目指 している。

また, 過疎地域では, 近隣 とのつ きあいや社会的な交流が盛んで, 相互に信頼 し合い,

助 け合 う関係が今 日でも連綿 と続いてい る。 このよ うな過疎地域の地縁的 ・社会的つなが

りの強 さは, 近年 ソーシャル • キャピタル (社会関係資本) として注 目されている。第 9

図は都道府県別の ソーシャル ・キャピタル指数 を示 した ものであるが, 東北地方, 中部地

方, 山陰地方, 九州地方で高い値 を示 してお り, 大都市圈 とその周辺地域では低い値 とな

ってい る。ただ し, 過疎地域 を多 く含む北海道, 和歌山県, 高知県では低い値 を示 してお

り, 地域性や県民性 との関係 も否定できず, 今後の検証が待たれ る。いずれに して も, 日

本全体が人 口減少社会 に転 じた今 日, 過疎地域に対す る評価 は多様化 している。今後は,

過疎地域のあ り方 も大 きく変化 してい く可能性が高い。

m 島根 県における第 2 次世界大戦以前の人口変動

1 . 第 2 次世界大戦以前の人 口データ

I で述べた よ うに, 従来の過疎研究においては, 検討対象 とす る人 口を第 2 次世界大戦

後に設定 している場合が大半である。戦後は じめての国勢調査は 1950年 に行われてお り,

これ を基軸 として 1960 年代か ら70 年代にかけて人 口が大量かつ急激 に減少 した状況を捕

まえて過疎 と称 している。

一部の研究ではそれ以前の人 口に言及 しているものもあるが, 明治期以降の人 口動態 を

捉 えた研究は少ない。正確に言 えば, 我が国全体を俯瞰す るよ うなマ クロな研究は存在 し

てい るが, 島根県 といったメ ソスケールの人 口動態 を論 じた研究はほとん ど存在 しない。

その要因 として, 人 口を示すデー タが欠如 していることが挙げ られ る。周知の通 り国勢

調査は 1920 年が最初であ り, それ以前の統計は断片的に しか とられていない。もちろん,

皆無ではな く, 内務省が府県を通 して行 った調査の控 えな どがその手がかか りとな り得 る。

本プ ロジェク トでは これ らのデータを整理 された ものが, 別稿で論 じられている。

しか し, 県や郡 を単位 としたデー タは比較的揃いやすいが, 市町村単位 の正確 な人 口を

押 さえ られ るのは, 1920 年の国勢調査の実施時期 を待たなければな らない。本章において

は, 1920 年か ら第 2 次世界大戦直後の 1948 年における市町村単位 の人 口分布 の変遷 を把

握す ることで, 戦前期における島根県において, 戦後の過疎に相 当す る現象が発生 してい

るのかについて検証す る。

本研究では, 1920 年か ら 1945 年 までを国勢調査及び国の人 口調査による人 口をデー タ

ベース化 した。これ に加 え, 1946 年 に国が行 った人 口調査の結果 を加 えた。さらに, 1948

年 に島根県統計課がま とめた常住人 口調査の結果 も加 えてい る。

統計の集計単位 は, 1.950 年 5 月 1 日現在の島根県内の市町村である。この時点で, 島根
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第 10 図 島根県における市郡別人 口の推移 (1920 年～1948 年)

(国勢調査, 人 口調査, 島根県常住人 口調査)

県内には 3 市 33 町 211 村が存在 している。 これ をもとに, 市郡単位 の分析 と町村単位 の

分析 を行 う。1950 年の市町村 を分析 としたのは, 今 日における農林業セ ンサス等 との比較

を行 う用意があるためである。 なお, 本研究 において 1950 年の町村 については, 農林業

セ ンサスにおいて今 日でも慣行的に用い られている 「旧村」 とい う表現を用いる。

2 . 戦前期 における市郡単位の人口変化

第 10 図は, 1920 年 か ら 1948 年の市郡単位の人 口増減 を示 している。

まず, 戰前期か ら市制を敷いてい る松江市, 浜 田市, 出雲市については, 概ね人 口は増

加傾 向にある。ただ し, 年 によっては前年調査期 よ りも減少 している場合 もあ り, 一貫 し

て増加 してはいない。また, 1920 年 の時点においては, 出塁市 よ り浜 田市の人 口が若干多

かったが, その後は出雲市の人 口が常に上回っている。また, 浜 田市は 1920 年か ら 1940

年 にかけて人 口はほとん ど増 えてお らず, この時期か ら停滞 していた とも言 える。

次に, 郡部 についてであるが, 圧倒的に人 口が多いのは簸川郡であ り, 1940 年 までは約

10 万人で安定 していたが, 戦後 は約 ! 2 万人 にまで達 している。

簸川郡に次いで人 口が多いのは八束郡, 那賀郡である。出雲市 も含 め上位 3 郡は, 平成

の大合併以前 には各中心都市 ( 旧出雲市, 松江市, 浜 田市) の周辺 を構成 していた町村地

域である。 この 3 郡は 28 年間にわたって順位 は変動す ることはなかった。なお, 今 日で

はいずれ も出雲市, 松江市, 浜 田市合併 されてお り, 郡名 自体が残 っていない。

これ らの 3 郡に続 くのは, 邑智郡, 美濃郡, 能義郡である。 ここで注 目され る動 きを見
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第 M 図 1920 (大正 9 ) 年 における島根県 旧村単位 の人 口分布

(国勢調査)

せているのが邑智郡である。邑智郡では 1920 年に約 6 万人であった人 口が 1940 年までに

ゆるやかに減少 している。その後は増加 しているものの, 一貫 して増加 してい る能義郡な

どとは明 らかに異なる動向を見せてい る。 同様 の動きが見 られ るのは那賀郡, 安濃郡, 隠

岐郡である。また, 美濃郡, 鹿足郡は減少 こそみ られない ものの, 人 口は増加す ることな

くほぼ横 ばいである。 これに対 して, 先に示 した八束郡, 能義郡や飯石郡, 大原郡, 仁多

郡な ど出雲地方の諸郡では 1920 年以降人 口減少す ることな く, 微増ない しは現状維持の

状況が続いてい る。

以上の ことか ら, 島根県の人 口変動 を市郡単位 で見る限 り, 東部の出雲地方においては

人 口が安定ない しは増加 の傾 向であるのに対 し, 西部の那賀郡, 邑智郡, 邇摩郡な ど石見

中央部ではわずかずつ減少す る傾 向にあった。戦後, これ らの諸郡は他市郡 と同様 に先 に

示 した理 由で人 口は一端増加す るが, その後は急減 してい く。 中国地方 において・は 1963

年のいわゆる 「サ ンパチ豪雪」が引き金 となって一気に減少 した とされている。そのため,

中国地方の過疎は一般的に 1960 年代 中頃か ら発生 した と言われている。 しか し, これ ら

の人 口変動を見る限 り, 1920 年代か ら 1940 年代の戦前期 において も, 石央においては人

ロ減少傾 向がみ られ る。 この傾 向は隠岐郡 も同様である。 これ らの人 口減少 を過疎 とみな
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第 12 図 1920 (大正 9 ) 年における島根県旧村単位 の人 口分布等値線

(国勢調査)

すか どうかは検討の余地があるものの, 戦前か ら人 口減少傾 向であったことは注 目に値す

る。 また, 同 じ石見地方であっても, 美濃郡, 鹿足郡, 安濃郡では人 口が減少す るには至

っていない。 これ らの郡では, 旧益 田町, 旧津和野町, 旧大 田町な どの市街地が含まれて

いる。郡内の町部以外では, 石央の諸郡 と同 じ傾 向にある可能性 もある。

以上の ことか ら, 戦前の島根県において も都市化の現象がみ られ ると判断 してよい。

3 . 1920 年か ら 1940 年までの人口分布 と人 口増減

2 で示 した石見地方にお ける戦前期か ら人 口減少 を, 旧村単位 でみてい くことによ り,

その傾向をつかむ。

第 ! I 図は 1920 年 における旧村単位の人 口分布である。これ によれば, 松江市 • 出雲市 ・

安来市な ど哭道湖 • 中海の沿岸地域, 浜 田市, 益 田市な どに 3,000 人以上の人 口周密地域

があることがわかる。 この他, 規模 は小 さいものの, 現在の大田市, 江津市付近や, 奥出

雲町, 津和野町等にも人 口規模の大 きい地区が存在 していることがわかる。 また, 今 日で

は過疎が最 も進んでいると言われてい る旧羽須美村や 旧瑞穂町な ど山間部の諸地区でも人

口規模の大 きな地区がみ られ る。 さらに, 隠岐地方の旧西郷町, 旧五箇村, 旧都万村, 旧

西 ノ島町, 旧海 士町の人 口規模 も比較的大きい。

このよ うに, 当時の島根県では, 今 日の沿岸諸都市に加 えて, 隠岐地方や山間部の諸地

区において人 口を多 く有 していたことがわかる。ただ し, 山間部でも地区によっては人 口

の少ない地域 もある。この実態 をわか りやす く示 した ものが第 12 図である。これは, 1920

年の島根県における旧村単位 の人 口分布 の実態 を等値線で示 したものである。 これ によれ
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④ 翁

④

第 13 図 ! 940 (昭和 15) 年における島根県 旧村単位 の人 口分布

(国勢調査)

第 14 図 ! 948 (昭和 23) 年における島根県 旧村単位 の人 口分布

(島根県調査)
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1920 - 1940)

人口増加率 40km

島根県における 1920～1940 年の人 口増加率

(国勢調査)

第 15 図

第 16 図 島根県における 1920～1940 年の人 口増加率等値線

(国勢調査)
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ば, 出雲地方西南部において帯状に人 口が少ない地帯が存在 していることがわかる。また,

石見地方東部か ら中央部 における海岸部 と山間部 との中間部に人 口の少 ない地帯が存在 し

ている。 ここは, 石見高原 と称 され る地帯であ り, 標高 200～300m 程度の高原上に, 小

規模集落が分布 している。 これ らの諸集落の中には, 今 日では限界集落 と称 され るものも

存在 しているが, 1920 年 においても人 口が小規模 であった ことがわかる。この他, 旧匹見

町を中心 とした地区も人 口が少ない状況が見て取れ る。

第 ! 3 図は 1940 年の人 口分布 を示 したものである。 1945 年 の調査は第 2 次世界大戦が

終結 した後の調査のため, 1940 年の調査が戦前における人 口分布 を国勢調査 レベルで押 さ

えることのできる最後の調査年である。

階級 区分は 1920 年の もの と同 じであるが, 基本的な人 口分布の傾 向は大きく変化 して

いない。ただ し, 出雲地方や石見地方の東部や西部では山間部の人 口が増加 してい ること

がみて とれ る。逆に, 石見地方 中部の現江津市付近では人 口が減少 している。

1940 年 は第 2 次世界大戦が開戦 され る以前であるが, 人 口の増加 に対 し食料や資源 が不

足 していることが明確 になっていた時期である。島根県における海岸部の諸都市か ら人 口

が山間部に流入 した可能性がある。 また, 県外か らの流入 も考 えられ るが, 本研究では要

因を明確 にす ることはできていない。

第 14 図は, 1948 年 における旧村単位 の人 口分布である。沿岸部をは じめ, 山間部でも

人 口が増加 してい ることがよくわかる。第 2 次世界大戦が終了 し, 多 くの引き揚げ者や都

市か らの人 口流入の結果だ と思われ る。ただ し, 1920 年 において も人 口が少 なかった地区

では, 1948 年において も依然 として少ない地区が多い。

第 15 図は, 1920 年か ら 1940 年 までの人 口増加率を示 したものである。これによると,

上述 した状況が一層 よく理解 できる。 まず, 一見 して人 口の増加が 目立っているのは, 旧

吉 田村や 旧仁多町な ど出雲地方 山間部 と, 旧匹見町の諸地区である。 これ らの地域では,

木炭生産な どの林業が盛 んな地域であ り, これ らの産業に従事す る人々が増加 した可能性

がある。 この他に, 央道湖 • 中海 沿岸の諸地域や, 現大 田市中心部, 現益 田市中心部にお

ける人 口も増加 していることが特徴である。 これに対 して, 人 口が減少 しているのは石見

地方東部か ら中部, 旧三隅町や 旧美都町, 旧津和野町, 隠岐地方全域である。 これ らの諸

地区では, わずか 20 年の間に人 口が 10%以上減少 している。逆 に人 口が 20%以上増如 し

ている地区もあることか ら, 1920 年か ら 1940 年 にかけて, 山間部 を中心に ドラステ ィッ

クな人 口変動がお きてい ることが見て とれ る。

このよ うな実態 をさらにわか りやす く示 した ものが第 16 図である。 この図は, 1920 年

か ら 1940 年の人 口増加率を等値線で示 した ものである。その結果は, これまでの傾 向を

裏付 けるものである。第 11 図の 1920 年 における人 口集積 の実態 と比較す ると, 旧羽須美

村, 旧津和野町, 旧 日原 町な どの諸地域 と, 隠岐地方の人 口減少が特徴的である。特に,

旧羽須美村, 旧津和野町, 旧 日原町な どの山間諸地域に位置 している地区の現象が 目立つ

ている。 •・方で, 出雲地方全域 において人 口が増加 している他, 旧匹見町において人 口増

加が顕著であることは注 目に値す る。 この時期, 林業等への就業のため人 口が増加 した と

思われ るが, 全ての山間部で人 口が増加 してい る訳ではない。 どのよ うな要因でこ うした

結果に至ったのかについては, 今後の課題 としたい。
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IV 今 日の島根県における地域的課題

1 . 地区単位 によるデー タベースの構築

島根県では, 中山間地域活性化計画に基づき 「公民館等 の範囲における地域運営の仕組

みづ くり」を推進 している。推進にあたって, 島根県では公 民館等 を範囲 とす る 227 の地

区を設定 している。 この地区は概ね農林業セ ンサスの旧村 に相 当す る範囲であ り, 本研究

においてセンサス等の属性デー タとの リンクを試み るため, この範域 を採用 した。

このデータは, 島根県が中心 とな り市町村 を通 して地区の生活条件等に関す るデータを

収集 している。具体的には, 人 口, 世帯等 に関す るデー タの他, 交通, 買い物な ど暮 らし

の条件 に関す るデータである。 これ らを島根県中山間地域研究セ ンターが入力 しデー タベ

ース化 されている。そ して, 県民が現在の暮 らしの実態 を簡単に分析 ・診断できる 「しま

ねの郷づ くりカルテ」が作成 された。

用い られている人 口デー タについては, 基本的に 2010 年 国勢調査の結果である。また,

交通, 買い物等の生活実態に関す るデータは, 2012 年 に島根県が各市町村 を通 して調査 し

た結果である。 なお, 対象 としてい るのは島根県が定める中山間地域 に指定 されている地

区である。 このため, 旧安来市, 旧松江市, 旧出雲市, 旧斐川町等, 央道湖 ・中海の沿岸

の地区は対象に含 まれていない。

本研究では, このカルテを表 出す るために構築 されたデー タベースのデータを分析 し,

地図化 を行 った。そ して, 作成 された地図か ら, 今 日の島根県における地域的課題 につい

て分析 をお こなった。

2 . 今 日における地区単位の生活環境

第 17 図は, 島根県における旧村単位 の高齢化率を示 したものである。 これ によれば,

出雲地方に比べて, 石見地方 において, 高齢化率が高い地区が多い。また, 沿岸部 よ りも

山間部の方が高齢化率は高いが, 山間部であっても町村役場が所在す るよ うな地区では,

その値 が低い ことがわかる。ただ し, 用いたデー タは実住人 口をカ ウン トす る国勢調査の

結果であるため, 高等学校の寮の存在が影響を与えている可能性がある。また, 旧羽須美

村, 旧匹見町において極端に高い高齢化率 を示 していることも注 目され る。一方, 山間部

のみな らず, 島根 半島の出雲市鵜鷺地区や, 大 田市馬路地区な ど局部的に高い値 を示 して

いる地区もある。 なお, 隠岐地方の高齢化は, 本土山間部ほ ど高い値 を示 してはいない。

第 18 図は, 島根県における旧村単位 の 4 歳以下の人 口比率 を示 している。いわゆる,

乳児の分布である。一見 して, 旧村単位 でモザイク状の分布 を呈 してお り, 地帯的構造は

見えに くい。 とりわけ, 山間部 においては 4 歳以下の人 口比率が高い地区と低い地区が混

在 している。そのコン トラス トが顕著なのは美郷町 と邑南町である。美郷町の別府, 粕淵,

沢谷 な どの各地区は 4 歳以下人 口比率が最高ランクに位置 している。 これに対 して, 美郷

町南部の比之宮, 都賀西, 上野の各地区は 2.3 人未満 となっている。また, 隣接す る邑南

町では, 4 歳以下人 口比率が 3.4～4.5 人 と比較的多い地区が相 当数存在 してい る。近年,

邑南町では子育て 日本一の町を標榜 してお り, その成果が現れてい るともいえる。

第 19 図は, 島根県における交通空 白人 口である。 これは, 出雲地方 山間部か ら石見地

方東部 にかけてその割合が高い。特に, 雲南市, 大 田市, 江津市な どに多 くみ られ る。交

通空 白人 口については, 石見地方西部はそれほ ど高い値 を示 していない。
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第 17 図 島根県 における旧村単位 の高齢化率 (2010 年)

(国勢調査)

第 18 図 島根県における旧村単位 の 4 歳以下人 口比率 (2010 年)

(国勢調査)
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第 19 図 島根県における交通空 白人 口率 (2010 年)

(島根県調査)

第 20 図 一次医療 (集落) と二次医療機 関 (地区) までの到達時間 (2010 年)

(島根県調査)
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第 21 図 島根県における教育機 関までの到達時間 (2010 年)

(島根県調査)

第 22 図 島根県における小学校の有無 (2010 年)

(島根県調査)
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第 23 図 島根県における商業施設の分布 (2010 年)

(島根県調査)

第 24 図 島根県にお けるガ ソリンスタン ドの分布 (2012 年)

(島根県調査)
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第 20 図は, 集落か ら一次医療機 関までの時間 と地区中心か ら二次医療機関までの到達

時間の平均値 を示 した ものである。 これによれば, 医療空 白地域は石見地方東部の山間部

と西部に極端に多 く分布 している。特に, 美郷町, 邑南町の うち旧羽須美村, 旧匹見町,

津和野町において極端に高い。 この うち, 美郷町 と旧羽須美村 については, 広島県三次市

等の医療機関到達時間を勘案す る ともう少 し改善 され るか もしれない。

第 21 図は, 島根県における教育機関までの到達時間である。ここでい う教育機関 とは,

集落か ら幼稚園ない しは保育園, 小学校, 中学校までの到達時間 と, 地区の中心か ら高等

学校 までの到達時間の双方 を計算 している。 これ によると, 島根県内の各地に教育空 白地

域が分布 していることがわかる。特に顕著なのが, 安来市南部, 雲南市南西部をは じめ,

大 田市, 美郷町, 川本町 江津市の境界付近, 浜 田市南部か ら旧匹見町にかけてである。

この値は, 各市町村 において小学校の統廃合 を行 ったか どうかで大きく決まっている。

このことは, 第 22 図で小学校の有無 を示 した図で よく理解できる。市町村によ り大き

な差があるが, 石見地方東部か ら中部にかけて多 く分布 していることがわかる。 このよ う

に, 地域政策のあ り方によって, 同 じ山間部であっても生活条件が異なっていることがよ

くわかる。

第 23 図は, 島根県における商業施設 の分布 である。 商業施設は, まだまだ各地に存在

していることがわかる。個々の商業施設の実態は厳 しい ものがあるかも しれないが, これ

らの商業施設 を守 ってい くことによ り, 中山間地域の生活が維持 され る可能性がある。

第 24 図は, 島根県におけるガ ソリンスタン ドの位置を示 したものである。ガ ソリンス

タン ドは概ね各地 区に 1 ～2 施設は分布 しているが, 旧匹見町には 1 箇所 も存在 していな

い。 中山間地域ではガ ソリンスタン ドの廃止が問題視 されてお り, 今後 もこ うしたデータ

の動向に注 目が集まるもの と思われ る。

V むすび

本研究においては, 国勢調査が実施 された 1920 年以降における島根県の人 口動態を明

らかに した。 また, 今 日における過疎地域 の生活実態 も明 らかに した。本研究でそれ らの

実態はある程度明 らかにす ることができた。 しか し, なぜそのよ うな実態に至ったのかに

ついては十分な考察 を行 うことができていない。 これは, 集落や地区単位の属性データが

不足 しているか らである。

現在, 本稿 で紹介 した地区単位 の人 口デー タと農林業セ ンサスを リンクす る作業を実施

している。今後は各地 区の属性データを用いて, 経年的な分析 を行 う予定である。

< 付記>

本研究 をま とめるにあたっては, 重点研究プ ロジェク トのメンバーか ら多 くのご示唆を

頂いた。記 して御礼 申 し上げます。

なお, 本文の 「!v 今 日の島根県における地域的課題」は本プ ロジェク トの研究メンバー

である島根県 中山間地域研 究セ ンターの藤 山 浩氏 との共同研究による成果である。 ただ

し, 報告にあたっては藤 山氏 と十分 な協議 を行っていないため, 本稿は作野の単著 とした。

研究成果 をま とめるにあた り, 島根大学汽水域研究セ ンターの中山大介氏のご協力 も頂い

た。 あわせて, 御礼 申 し上げます。
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